
(3)　経営分析等

各表の分析比率等の算出方法は次のとおりである。

ア　業務の概況に関する指標

 表　の　見　方 

１．調査対象及び期間

　簡易水道事業（地方公営企業法施行令第８条の４の規定に基づき水道事業と併せて一の会

計で経営されている簡易水道事業を除く。以下同じ。）について、平成19年度の決算、業務状

況等について調査したものである。なお、水道事業会計と併せて一の会計で経営されている

簡易水道事業（240事業、1,017箇所）は、地方公営企業決算状況調査において上水道事業の

中に含めて報告されている。

２．法適用事業

  法適用事業（地方公営企業法の規定の全部又は一部を適用している簡易水道事業をいう。

以下同じ。）24事業について集計したものである。

(1)　施設及び業務概況

平成 19 年度の地方公営企業決算状況調査の対象となったものである。

(2)　財務諸表（収益的収支、資本的収支及び貸借対照表）

ア　 項目区分は、地方公営企業法施行規則に定める勘定科目及び予算様式に準拠した。

イ　 貸借対照表のうち、勘定科目に定められていない区分は次により集計を行った。

ウ　資本的収支に関する調のうち、特に注意を要する区分は次により集計を行った。

ア） �「翌年度へ繰り越される支出の財源充当額」は、当該年度の資本的収入額のうち、

当該年度において事業が完了しない等の事由により当該収入額を充当すべき支出

が翌年度へ繰り越された場合の翌年度支出額に対する充当額である。

　　イ） �「前年度同意等債で今年度収入分」は、前年度決算時において未払いに計上された

工事費に対応する企業債で未借入又は未発行の額である。

　　 ウ） �「資本的収入額が資本的支出額に不足する額」の算出は、資本的収入額のうち「翌

年度へ繰り越される支出の財源充当額」を控除した額が資本的支出額に不足する

場合の額のみを集計したものである。したがって、全事業についての単純な資本

的収支差引の額とは一致しない。

ア) �「不良債務」とは、流動負債の額が流動資産の額 (翌年度へ繰り越される支出の財

源充当額を除く。)を超える額である。

イ） �「実質資金不足額」とは、不良債務から当年度同意等債で未借入又は未発行のもの

のうち、支出済みとして決算された事業費に対応する分を控除した額である。

エ　�費用構成表における用語の意味は、次のとおりである。

ア） 「基本給」とは、給料、扶養手当及び地域手当の合計額である。

イ） 「支払利息」には、企業債取扱諸費を含めていない。

(ア)　普及率（％）＝
行政区域内人口

現在給水人口
× 100 及び

計画給水人口

現在給水人口
× 100
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　 (エ)　累積欠損金比率（％）＝
益営業収益－受託工事収

累積欠損金
× 100

　 （オ)　不良債務比率（％）＝
益営業収益－受託工事収

財源流動資産－翌年度繰越流動負債－ )(

　 (ア)　総収支比率（％）＝
総費用

総収益
× 100

　 (イ)　経常収支比率（％）＝
営業費用＋営業外費用

営業収益＋営業外収益
× 100

 　(ウ)　営業収支比率（％）＝
用営業費用－受託工事費

益営業収益－受託工事収
× 100

イ　収益性（収支の状況）に関する指標

ウ　資産の状態に関する指標

　 (ア) 企業債償還元金対減価償却費比率（％）＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　× 100

　(イ)　自己資本構成比率（％）＝
負債・資本合計

自己資本金＋剰余金
× 100

　(ウ)　固定資産対長期資本比率（％）＝
余金固定負債＋資本金＋剰

固定資産
× 100

オ　施設の効率性（稼働状況）に関する指標

　(ア)　施設利用率（％）＝
１日配水能力

１日平均配水量
× 100

　(イ)　最大稼働率（％）＝
１日配水能力

１日最大配水量
× 100

　(ウ)　負荷率（％）＝
１日最大配水量

１日平均配水量
× 100

　(エ)　有収率（％）＝
年間総配水量

年間総有収水量
× 100

　(オ)　固定資産使用効率（㎥ /万円）＝
有形固定資産

年間総配水量

　(カ)　導送配水管使用効率（㎥ /ｍ）＝
導送配水管延長

年間総配水量

カ　生産性（職員数と事業の状況との関係）に関する指標

　(ア)　職員 1人当たり給水人口（人）＝
損益勘定所属職員数

現在給水人口

　(イ)　職員１人当たり有収水量（㎥）＝
損益勘定所属職員数

年間総有収水量

　(ウ)　職員１人当たり営業収益（千円）＝
損益勘定所属職員数

益営業収益－受託工事収

エ　財務比率に関する指標

　 (ア)　流動比率（％）＝
流動負債

流動資産
× 100

(1)　施設及び業務概況

(2)　決算の状況等

キ 料金に関する指標 

（ア）       ＝
年間総有収水量

受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費）経常費用－ (

（イ）  供給単価(円･銭／㎥）＝
年間総有収水量

給水収益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（ウ）  料金回収率（％）＝
給水原価

供給単価
×100  

ク 費用に関する指標 

（ア）
 
企業債償還元金対料金収入比率（％）＝

料金収入
建設改良のための企業債償還元金

×100 

（イ）  企業債利息対料金収入比率（％）＝
料金収入

企業債利息
×100 

（ウ）  企業債元利償還金対料金収入比率（％）＝
料金収入

建設改良のための企業債元利償還金
 

（エ）  職員給与費対料金収入比率（％）＝
料金収入

職員給与費
×100 

(4) 職員数及び職員給与費  

  ア 平成19年度の決算の対象となったものである。 

  
イ
 
「平均月収額」は，平均年収額を12で除して得た額であり，期末勤勉手当等を含むもの

である。

 

ウ 「平均年齢」は，延職員年齢数を職員数で除したものである。

 

(5) 各項目についての数値は，表示単位未満を四捨五入したものである。したがって，その

内訳は合計と一致しない場合がある。

 

 

法非適用事業（地方公営企業法を適用していない簡易水道事業をいう。以下同じ。）848事

業について集計したものである。  

 

平成19年度の地方公営企業決算状況調査の対象となったものである。

 

「歳入歳出決算に関する調」及び経営分析等については，法適用事業に準じて作成した。

なお，次の項目については，法適用事業とは別に次の方法により算出した。 

給水原価（１㎥当たり円）＝
年間総有収水量

総費用－受託工事費＋地方債償還金  

赤字比率（％）
     

＝
営業収益－受託工事収益

実　質　赤　字
×100

×100

 

給水原価  
(円･銭／㎥）

３．法非適用事業

（繰上償還分除く）

収益的収支比率（％） ＝
総費用＋地方債償還金

総収益

× 100

当年度減価償却費

債償還元金建設改良のための企業

－ ⅱ －



(1)　施設及び業務概況

(2)　決算の状況等

キ 料金に関する指標 

（ア）       ＝
年間総有収水量

受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費）経常費用－ (

（イ）  供給単価(円･銭／㎥）＝
年間総有収水量

給水収益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（ウ）  料金回収率（％）＝
給水原価

供給単価
×100  

ク 費用に関する指標 

（ア）
 
企業債償還元金対料金収入比率（％）＝

料金収入
建設改良のための企業債償還元金

×100 

（イ）  企業債利息対料金収入比率（％）＝
料金収入

企業債利息
×100 

（ウ）  企業債元利償還金対料金収入比率（％）＝
料金収入

建設改良のための企業債元利償還金
 

（エ）  職員給与費対料金収入比率（％）＝
料金収入

職員給与費
×100 

(4) 職員数及び職員給与費  

  ア 平成19年度の決算の対象となったものである。 

  
イ
 
「平均月収額」は，平均年収額を12で除して得た額であり，期末勤勉手当等を含むもの

である。

 

ウ 「平均年齢」は，延職員年齢数を職員数で除したものである。

 

(5) 各項目についての数値は，表示単位未満を四捨五入したものである。したがって，その

内訳は合計と一致しない場合がある。

 

 

法非適用事業（地方公営企業法を適用していない簡易水道事業をいう。以下同じ。）848事

業について集計したものである。  

 

平成19年度の地方公営企業決算状況調査の対象となったものである。

 

「歳入歳出決算に関する調」及び経営分析等については，法適用事業に準じて作成した。

なお，次の項目については，法適用事業とは別に次の方法により算出した。 

給水原価（１㎥当たり円）＝
年間総有収水量

総費用－受託工事費＋地方債償還金  

赤字比率（％）
     

＝
営業収益－受託工事収益

実　質　赤　字
×100

×100

 

給水原価  
(円･銭／㎥）

３．法非適用事業

（繰上償還分除く）

収益的収支比率（％） ＝
総費用＋地方債償還金

総収益

－ ⅲ －



＋地方債利息

企業債償還元金対料金収入比率（％）
     

＝
料金収入

地方債償還金 ×100

 

 

企業債元利償還金対料金収入比率（％）
     

＝
料金収入

地方債償還金
×100

 

（繰上償還分除く）

 
（繰上償還分除く）     

(3)

 

各項目についての数値は，表示単位未満を四捨五入したものである。したがって，その

内訳は合計と一致しない場合がある。

 

○平成 19 年度において新たに設置された事業及び前年度の調査対象事業でその後廃止された事業は、

次のとおりである。 
 

新  規  事  業（２事業） 

愛別町（北海道） 直島町（香川県） 

廃  止  事  業（２事業） 

法 適用事業 

佐久市望月外１市水道企業団（長野県） 知覧町（鹿児島県） 

 
新  規  事  業（５事業） 

忍野村（山梨県）  美祢市（山口県）  城南町（熊本県） 
南九州市（鹿児島県）屋久島町（鹿児島県） 

廃  止  事  業（２４事業） 

法非適用事業 

釧路市 （北海道）  由仁町 （北海道） 遠野市 （岩手県）  
登米市 （宮城県）  南三陸町（宮城県） 高畠町 （山形県） 
国見町 （福島県）  浅川町 （福島県） 秩父市 （埼玉県） 
小鹿野町（埼玉県）  鴨川市 （千葉県） 菰野町 （三重県） 
高月町 （滋賀県）  能勢町 （大阪府） 神河町 （兵庫県） 
世羅町 （広島県）  下関市 （山口県） 美東町 （山口県） 
秋芳町 （山口県）  上天草市（熊本県） 頴娃町 （鹿児島県） 
川辺町 （鹿児島県） 上屋久町（鹿児島県）屋久町 （鹿児島県） 
 

 
 新  規  事  業 廃  止  事  業 

法 適用事業 ２ 事業 ２ 事業 

法非適用事業 ５ 事業 ２４ 事業 

合    計 ７ 事業 ２６ 事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－ ⅳ －




